
 

 

 

８．薬剤師確保に向けた病院薬剤師会の取組 

      ⽇本病院薬剤師会 武⽥泰⽣ 
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薬剤師確保に向けた

病院薬剤師会の取組

武 田 泰 生

一般社団法人 日本病院薬剤師会 会長

令和５年度厚生労働省研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）公開シンポジウム

「医療需要や医師の働き方等の変化を踏まえた病院薬剤師の需要把握のための研究」

開催日時： 令和 6年 3月 30 日 13時～16時15分
開催場所： ステーションカンファレンス東京
開催形式： Webと会場とのハイブリッド & オンデマンド配信

本日のお話

１） 薬剤師業務の現状

・ 地域医療構想

・ 機能別病棟薬剤業務の現状

２） 薬剤師確保へ向けた日病薬の取組

・ 薬剤師雇用への取組

・ 処遇改善

・ 就労・職場環境の改善

参考資料：
・厚生労働科学研究（地域医療基盤開発推進研究事業）

・厚生労働省検討会 「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会」
・第８次医療計画
・日本病院薬剤師会 現状調査 等-84-
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B.

(n=3430)

病院薬剤師の業務時間の分布状況 （全回答施設）

業
務
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間
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00
床

/週

100床あたり・週あたりの各薬剤業務にかかる時間

全回答施設
施設数： 3430
稼働病床数： 822663
常勤換算薬剤師数： 34725.2
100床の業務各時間中央値合計： 113.7

各業務時間割合（%）

調剤業務

病棟業務

厚生労働科学研究（地域医療基盤開発推進研究事業）「病院における薬剤師の働き方の実態を踏まえた生産性の向上と薬剤師業務のあり方に関する研究」2018年度調査データ
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薬剤師の業務時間の分布 （病院機能別）

厚生労働科学研究（地域医療基盤開発推進研究事業）「病院における薬剤師の働き方の実態を踏まえた生産性の向上と薬剤師業務のあり方に関する研究」2018年度調査データ
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病棟薬剤業務の実施は病院機能間で大きな差が見られた。
特定機能病院では90%以上の施設が実施しており、中央値は約70時間
/100床/週であった。療養型・精神科病院では実施施設が半数であり実
施率も低く、業務時間も3～7時間と少なかった。

病院機能別業務実施の程度

入院患者に対する病棟薬剤業務実施にかかる時間

箱内数値は中央値

病院機能別業務時間数/100床/週

特定機能 DPC 療養 精神ミックス一般 特定
機能

DPC 療養 精神ミックス一般

4.84 3.48 2.43 1.82 1.257.22薬剤師数→

厚生労働科学研究（地域医療基盤開発推進研究事業）「病院における薬剤師の働き方の実態を踏まえた生産性の向上と薬剤師業務のあり方に関する研究」2018年度調査データ

凡例
算定
未算定

出典:届出受理医療機関名簿 令和5年6月分（地方厚生局）、機能評価係数Ⅱの内訳（医療機関別）令和5年4月1日時点（中医協資料）

病棟薬剤業務実施加算1 算定施設割合

新潟大学医歯学総合病院 教授・薬剤部長 外山 聡 先生より提供
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アイディア：上山誉晃様（現 日病薬）、 厚生労働省 病院調査（H9～H28）、医療施設（静態・動態）調査（H29、R2）より作成
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総数 143.2
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30-39 107.7

40-49 88.2

50-99 100.0100-149 103.2

150-199 117.9

200-299 128.6

300-399 148.1

400-499 162.5

500-599 184.6

600-699 207.4

700-799 235.3

800-899 254.0

900床以上 191.9

総数
20-29床
30-39
40-49
50-99
100-149
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200-299
300-399
400-499
500-599
600-699
700-799
800-899
900床以上

病床規模別１病院当たり薬剤師指数 (1997 = 100)

医療の質の向上のための三要素…

業務の拡大
（タスクシフト/シェア・チーム医療・地域連携）

資
質
の
向
上

（
生
涯
学
習
・
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薬
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師
）

薬剤師職能の向上

医療の質の向上

発表者作成

＋
マンパワー
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 就学資金貸与事業を行うための行政や他団体と共同した体制の整備
（手引きの作成、第8次医療計画策定への参画、病院団体協議会との連携）

 病院薬剤師出向・派遣制度の策定
（地域循環・完結型医療提供体制の整備←診療報酬による評価を提案）

 薬学部の地域枠創設への取組（薬学教育協議会・薬学部 等への働きかけ）

 潜在薬剤師の発掘と特定募集情報等提供事業（マッチング仕組の構築）

 薬学生への講話（病院薬剤師の魅力 & 将来のあるべき姿 等 現状8/今後7 ）

病院薬剤師確保に向けた日病薬の取組

薬剤師雇用へ向けて

就労・職場環境改善

処遇改善

 薬剤部長、病院経営者、薬学生の意識改革

 働き方改革（調剤業務等の機械化・デジタル化、薬剤師以外の者の活用の推進）

 薬剤師俸給表の創設 or 医療職（一）の適用職種へ

 初任給調整手当の支給

発表者作成

（病院団体協議会と連携→要望書提出）

（厚労省、都道府県病院薬剤師会 等と連携）

（日本薬剤師会と連携→要望書提出）

診療報酬や
補助金！

事業区分Ⅳ

標準事業例「48 地域包括ケアの拠点となる病院・薬局における薬剤師の確保支援」

地域薬剤師会において、求職希望の薬剤師の氏名、勤務希望地域、勤務条件などを登録し、薬剤師の確保が
困難な、地域包括ケア等を担う病院・薬局からの求めに対して、周辺地域に勤務する薬剤師の緊急派遣などの
協議・調整を行うための体制整備を支援する。

薬剤師修学資金貸与事業を行うために必要な経費
（都道府県が認めた薬剤師が不足する地域に所在
する医療機関等を勤務地として、一定期間の勤務
を修学資金返済義務免除要件としているものに限
る）
（「地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る標準事業例
の取扱いについて」（令和3年2月19日付医政地発0219第1号厚
生労働省医政局地域医療計画課長通知）

地域における病院薬剤師の安定的な確保を目的とし
て、都道府県が指定する病院（薬剤師の偏在状況や
充足状況等を踏まえ薬剤師が不足とされている地
域・医療機関に限る）へ期間を定めて薬剤師派遣を
行うための経費
（「地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る標準事業例の取
扱いについて」（令和3年9月28日付医政地発0928第1号厚生労働
省医政局地域医療計画課長通知）

事業区分Ⅳに関連する基金の対象して差し支えない経費として以下を明示

10

地域医療介護総合確保基金（医療分）の対象事業の取扱い
R4.1.20 第11回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会

日本病院薬剤師会

組織強化推進部
部長：和泉啓司郎専務理事

日本病院薬剤師会

病院薬剤師確保策に関する特別委員会
委員長：崔吉道 理事

確保のためのモデルや具体的な取組の手引きを作成確保に向けた手引き書の作成 & 具体的なモデルの提示

-88-



病院薬剤師確保の取組みの手引き（派遣&就学資金貸与等）

第8次医療計画における方向性

第1回 2021.6.18 – 第21回 2022.12.23

厚生労働省HP   https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-isei_127276_00005.html

医療計画作成指針

7 医師の確保及び医療従事者（医師を除く。）の確保

（２）-② 薬剤師

イ 薬剤師については、地域医療における薬物療法の有効

性・安全性の確保や公衆衛生の向上及び増進等に資する

ため、調剤等の業 務に加え、病院薬剤師にあっては病棟

薬剤業務やチーム医療等、 薬局薬剤師にあっては在宅医

療や高度な薬学的管理を行う機能等を中心とした業務・役

割の更なる充実が求められている。薬剤師の従事先には

業態の偏在や地域偏在があり、特に病院薬剤師の不足が

喫緊の課題となっていることも踏まえ、必要な薬剤師の確

保を図るため、 病院及び薬局それぞれにおける薬剤師の

就労状況を把握し、地域医療介護総合確保基金（修学資

金貸与、医療機関への薬剤師派遣等）の積極的な活用を

含め、地域の実情に応じた薬剤師の確保策について、可

能な限り具体的に記載すること。確保策の検討及び実施

に当たっては、都道府県の薬務主管課及び医務主管課並

びに 都道府県薬剤師会等の関係団体が連携して取り組

むこと。特に、病院薬剤師の確保策の検討及び実施につ

いては、都道府県病院薬剤師会とも連携の上取り組むこと。-89-
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第8次医療計画における薬剤師確保計画の記載（予定） 日本病院薬剤師会が作成した病院
薬剤師確保の手引きの利用状況

次年度に基金等を活用した派遣、奨学金・返還助成等の実施の見込

第８次医療計画に対する病院薬剤師会の対応状況
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【アンケート調査結果 （2023年12月実施分）】

 ８月の調査段階より、病院薬剤師確保について医療
計画への記載事例が増えている（38/47）

 日病薬作成の「確保のための手引き」の活用が進展

【現状と進捗 （都道府県病薬コメントより）】

 現状と対策の意見交換
 不足＆偏在状況の把握の調査検討
 薬剤師確保対策推進協議会の設置
 奨学金返還補助制度導入の取組
 離職防止対策の検討
 地域枠設置大学への進学支援の検討
 病院薬剤師の就職（復職・転職）支援セミナー開催
 人材確保・キャリア形成のための研修支援
 確保施策、指標マップ、数値目標の設定 など

（参加団体）

１．国立大学附属病院長会議
２．独立行政法人国立病院機構
３．一般社団法人全国公私病院連盟
４．公益社団法人全国自治体病院協議会
５．公益社団法人全日本病院協会
６．独立行政法人地域医療機能推進機構
７．地域包括ケア病棟協会
８．一般社団法人日本医療法人協会
９．一般社団法人日本社会医療法人協議会

10．一般社団法人日本私立医科大学協会
11．公益社団法人日本精神科病院協会
12．一般社団法人日本病院会
13．一般社団法人日本慢性期医療協会
14．一般社団法人日本リハビリテーション病院・施設協会
15．独立行政法人労働者健康福祉機構

日本病院団体協議会との協働による病院薬剤師確保策

発表者作成

日本病院団体協議会（日病協）日病協代表者会議 （2022/10/28）

病院薬剤師の確保に向けて、「病院で一定期間
勤務した薬剤師について、奨学金返済を免除す
る」仕組みの拡大を、日本病院薬剤師会と共同
で検討する。
「病院薬剤師確保に向けた要望内容を固める
ワーキンググループ」を日病協内に設置。日本
病院薬剤師会もメンバーに入ってもらい、具体
的な制度設計案を練っていく。

【議事録】

後日、日本病院薬剤師会の武田会長と面談し
た旨の報告があった。同副議長から現時点での
薬剤師確保の方策について以下の考えが示さ
れた。

① 卒後臨床研修の必修化
② 診療報酬の加算による薬剤師の処遇改善
③ 基金による奨学金の返還免除
④ 病院薬剤師会が提案している薬剤師の派遣

制度
⑤ 病院薬剤師の職場環境の見直し

◆短期的な問題

① 診療報酬による対応
・中医協での議論において、薬剤師の病棟配
置を充実させるための根拠となるデータを示
す

② 病院における薬剤師の就業環境の改善によ
る対応
・薬剤師が働きやすい就業環境を構築する、
就業環境を改善するために7対1の看護基準
が創設された時のような人集めのムーブメン
トを起こす必要性もあり得る

◆中長期的な問題

① 教育体制の整備・改善による対応
（卒前教育）
・調剤薬局と病院の実習期間の配分を見直し、
病院での実習時間を増やす
（卒後研修）
・薬剤師を補助するテクニシャンの導入
・地域独自の研修で効果のあった実績を示し、
将来的に公的な制度設計に発展させていく

第3回病院薬剤師確保のWG （2023/４/12）病院薬剤師確保の要望書（確定版） 要望書の骨子

1．診療報酬上の要望について

①病棟薬剤業務実施加算の算定対象の拡大

 回復期、慢性期など全ての入院基本料算定病棟への拡大
 加算要件である時間設定の段階的緩和

②退院時薬剤情報管理指導料、退院時薬剤情報連携加算の
算定対象の拡大

 回復期、地ケア病棟などにおける退院時の薬剤情報連携
に対する適切な評価

③ 病院薬剤師による転院、転所時における薬剤管理サマリー
等の情報提供に関する評価の創設

④ 薬剤師の外来業務に関する評価の創設

 外来業務で薬学的管理を実施し、必要に応じて保険薬局
と情報連携した場合の評価

⑤ 薬剤師の時間外業務に関する評価の創設

2．地域医療介護総合確保基金等の優先的な活用について

① 奨学金変換免除及び病院への薬剤師派遣

 借用元に関わらず返済免除や派遣のための経費支援

② 薬剤業務のデジタル化推進

3．薬学部の卒前及び卒後教育の充実について

 卒前教育における病院での実習時間の充実

 卒後臨床研修における医療機関と学生とのマッチングの
仕組みの構築

 医療機関の受け入れ体制の強化
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薬学部が取組む地域貢献 －地域枠の設置－

 News & Information  

2024年 3月 19日 

 

茨城県と地域枠設置に係る協定を締結 

―都道府県の予算化による地域枠設定は大学薬学部として全国初― 

 

 

順天堂大学と茨城県は 2024年 3月 19日に、薬学部における地域枠設置に係る協定を締結しました。 

 本協定では、茨城県の病院薬剤師の不足及び地域偏在の解消並びに茨城県の地域医療の確保及び充実を図

るため、薬学生を地域医療を担う薬剤師として育成することを目的としています。 

 

内容  

茨城県が薬学部の地域枠入学生を対象に実施する「薬学生修学資金貸与事業」の一環として、2024年 4月

に開学する本学薬学部が協力し、2025年度からの入学生（定員枠 2名）に修学資金として茨城県が貸与する

とともに、大学は授業料の一部を免除します。卒業後、茨城県の病院に一定期間勤務することで返済を免除

されます。 

また、将来の薬剤師確保に向け、薬剤師を目指す人材を増やすため、小中学生、高校生等を対象とした職

業紹介や職業体験などのイベントの実施に向け相互に協力することも協定に盛り込まれています。 

なお、大井川茨城県知事は「県として地域枠制度をはじめとした各種施策により、地域医療の充実に必要

な病院薬剤師の確保に、全力で取り組んでいく」との声明を発表しています。 

 

今後の展開  

 薬学部開設に際し、薬学部・薬科大学が設置されていない県に地域枠設置を相談していましたが、茨城県

で今回初めて、県として制度化、予算化の対応を取っていただきました。地域枠の創設は地域貢献を目的に

しており、薬剤師の地域偏在の解消に少しでも貢献できればと考えています。今後も薬学部・薬科大学が設

置されていない県に対して地域枠設置への呼びかけを続けて参ります。 

 

 

 

 

＜申請内容に関するお問い合せ先＞ 

順天堂大学薬学部開設準備室   

課長 津留崎 明子 （つるさき あきこ） 

TEL： 047-354-3311 E-mail: atsurusa@juntendo.ac.jp  

URL：https://www.juntendo.ac.jp/pha/ 

 

＜取材に関するお問い合せ先＞ 

順天堂大学 総務局 総務部 文書・広報課（担当：濱田） 

TEL： 03-5802-1006  E-mail: pr@juntendo.ac.jp  

大学 HP：https://www.juntendo.ac.jp 

薬剤師の処遇に関する要望について

2023. 7. 28 城医薬局長 2023. 8. 7 榎本医政局長

2023. 8. 9
神谷参議院議員

2023. 8. 21
本田参議院議員

2023. 8. 25
星参議院議員

発表者作成
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令和６年度 診療報酬改定 改定率として +0.88%

改定率の内訳

 病院薬剤師を含む医療関係職種の
賃上げに資する措置分とし +0.61％

令和６年度にベア +2.5%
令和７年度にベア +2.0%  

実施するための特定的な対応分

 医科診療分として +0.18% 分

2023.12.20 中医協資料総－7 より引用

１．薬剤師の養成強化による病棟薬剤業務の向上（薬剤業務向上加算の新設）

地域病院への出向制度と免許取得直後の研修制度を併せ持つ基幹病院の
評価新設 100点

２．入院中の薬物療法の適正化に対する取組の推進（薬剤総合評価調整加算要件見直し）

薬剤総合評価調整加算のカンファレンス要件の撤廃と手順書の追加

３．外来腫瘍化学療法診療料の見直し（がん薬物療法体制充実加算の新設）

外来ケモにおいて、薬剤師が情報収集・処方提案等を医師の診察前に実施
することによるタスクシフト/シェアと働き方改革に関する評価 100点

４．医療 DX 及び医薬品の安定供給に資する取組の推進に伴う処方等に係る評価

の再編（後発医薬品使用体制加算１，２，３の増点）

医薬品の供給が不足等した場合における治療計画の見直し等に対応できる
体制を整備することを評価 47→87点、 42→82点、 37→77点

５．バイオ後続品の使用促進（バイオ後続品使用体制加算の新設）

入院医療においてバイオ後続品の有効性や安全性について十分な説明と
使用数量割合の基準を満たす場合に評価 100点（入院初日）

６．新病棟における病棟薬剤業務実施加算１
高齢者救急を中心とした「地域包括医療病棟」において病棟薬剤業務実施加
算１は包括されず別途算定できる

病院薬剤師に関する主な診療報酬 個別改定項目

2024.1.26 中医協資料総－5 より引用
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大学病院・基幹病院

薬剤師循環

地域医療介護総合確保基金
公的基金・奨学金
病院・診療所等からの基金 等

地域循環型・完結型 医療提供体制の構築（地域の特性に応じて）

地域循環型の人流：
1．急性期から慢性期へ
2．都市部から地域へ
3．人材育成プログラム
4．キャリア形成プログラム

回復期リハ

慢性期・療養型 etc

診療所

薬剤師循環

薬剤師循環薬剤師循環

訪問診療（在宅）

病院薬剤師を雇用

新人研修プログラム
病棟活動 & 急性期医療

回復期医療
（多職種連携）

慢性期・精神科・療養型医療
ポリファーマシー対策
（薬局と連携）

在宅医療
（薬局と連携）

在宅診療支援

かかりつけ
薬剤師・薬局

キャリア形成プログラム
（専門薬剤師の育成）

発表者作成（私見）

病棟業務向上加算
の新設
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